
「創業・新事業の開拓を目指すお客さまへのサポート」の事例（全40事例）

銀行名 事例名 頁

北海道銀行 「2011ビジネスマッチングin瀋陽」商談会 1

青森銀行 事業価値を見極めた融資手法の拡充 5

青森銀行 （１）地場産業の育成支援（２）行政・大学との連携強化 6

青森銀行
（１）地域ファンド、助成金を活用した創業・新事業支援の強化（２）コンサルティング機能の強化（３）インキュベー
ション・マネージャーの養成

9

岩手銀行
大学のシーズと民間企業のニーズとをマッチングさせることによる新事業創出支援の取組み-「いわて産学連携推進協議
会」（リエゾンＩ）の活動強化-

11

七十七銀行 ソフト開発会社への事業計画策定支援 13

七十七銀行 塗料製造会社への開発支援および販路拡大支援 14

七十七銀行 ＰＦＩ事業を活用した宮城県消防学校移転整備事業への取組み 15

荘内銀行 産学官金連携による農業用資材製造会社の新商品開発支援 18

常陽銀行 製造業からの農業参入に対する総合支援 19

筑波銀行 地域ベンチャー企業の育成、支援機能強化 20

筑波銀行 産学官との連携強化 21

筑波銀行 経営相談強化・ビジネスマッチング 22

千葉銀行 外部支援機関を活用した中小企業支援の取組み 23

千葉興業銀行 海外進出県内企業へのサポート 24

千葉興業銀行 「千葉元気印企業大賞」の共催 25

東京都民銀行 診療所の開業支援 26

東京都民銀行 介護施設の開業支援 27

第四銀行 当行上海駐在員事務所の設立（平成23年３月1０日） 28

北陸銀行 大学等との連携強化 29

十六銀行 民間ベンチャー支援組織「ＮＯＢＵＮＡＧＡ２１」によるベンチャー支援 30

三重銀行 三重県農林水産支援セミナーとの共催で「みえの食オンライン商談会」を実施 31

滋賀銀行 ニュービジネスへのサポートに関する取り組み（「ネットワークのしがぎん」に関する取り組み） 33

京都銀行 「京銀活き活きベンチャー支援ネットワーク」を中心としたニュービジネス支援 36

池田泉州銀行 助成金支給 38

池田泉州銀行 当行独自戦略３本部機能を活用した取引先へのサポート 39

紀陽銀行 公立学校法人和歌山県立医科大学と連携した「異業種交流会」の開催 40

紀陽銀行 公的支援策活用セミナーの開催 41

中国銀行 創業・新事業支援 42

中国銀行 農業ビジネスの支援体制強化にむけた取組み 43

山口銀行 コンサルティング機能の発揮に向けた人材育成 44

阿波銀行 あわぎん・東大阪ものづくり商談会 45

阿波銀行 とくしまマルシェ 46

百十四銀行 地元食品業者に対する複合的な支援による地産地消の推進 49

四国銀行 「高知県産業振興計画」との包括協定に基づく取組み 51

筑邦銀行 「中小企業応援センター福岡」の活用による取引先の課題解決支援 52

親和銀行
「フード・アグリアイランド九州2010」「長崎・佐世保・雲仙　こだわり食材商談会」「長崎・佐世保・雲仙　ゆめ市場
キトラスフェア」の主催・共催・後援

54

肥後銀行 農業分野への新規参入支援 62

宮崎銀行 医業分野の継続的な取組み 63

宮崎銀行 農業分野への継続的な取組み 66
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※１つの事例が複数の分野に掲載されている場合があります。
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 北海道銀行） 

タイトル 「２０１１ビジネスマッチング in 瀋陽」商談会 

動機（経緯） 

・中国瀋陽で開催される商談会で、当行取引先企業と中国瀋陽市側企業との相互交流

の活性化を図るものであり、当行には瀋陽駐在員事務所があり、商談後のフォローも

十分対応可能であるため。 

・「食・寒冷地・環境」をテーマとした輸入、輸出、進出に加えて、今回は東日本大

震災により日本国内で品薄になっている製品の中国からの買い(輸入又は調達)ニー

ズに重点をおいた。 

取組み内容 

・今回の商談会コンセプトは中国からの買いニーズ(輸入または調達)がある日本企業

の情報収集を徹底。また、参加企業には事前に個別相談会を実施し、顧客ニーズを事

前に把握し、その内容を以って瀋陽駐在員事務所で中国側参加企業を探した。 

・顧客ニーズを提示し、時間をかけて中国企業を探すことにより、質のよい中国企業

を探すことができ、中国側から日本側への質問なども積極的に行われた。 

・商談会前には参加企業に商談予定の中国企業の情報を提示し、実績に繋がる商談会

になるよう事前準備をした。 

成果（効果） 

・道内からは 15 社（商談会には 14 社参加）が参加、商談会には中国企業が 70 社参

加、商談件数は 120 件。 

・参加企業のうち IT 関連企業が中国企業との販売代理契約を締結するなどの成果も

あり、またその他の参加企業においても継続して中国企業担当者との交渉なども続い

ている。 
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■商談会参加社　 14 社
■アンケート枚数 14 枚 （有効　14枚/無効　0枚）
■アンケート回収率 100.0%

１、【海外の商談会、展示会への参加について】

初めて 9
経験あり 5

２、【商談相手の来場について】

■平均面談数 7.6 件
■最少面談数. 3 件 面談数
■最多面談数 12 件 3社 1

4社 1
6社 3
7社 3
9社 2
10社 2
11社 1
12社 1

３、【商談の成果について】
（複数回答可） （社）
企業・商品・技術のアピールが出来た 8 57.1%

成約件数 1件 今後に繋がる商談が出来た 13 92.9%
成約見込み件数 11件 商談が成約した・成約見込みだ 6 42.9%

特に成約は無かった 3 21.4%
その他 0.0%

2011年度　ビジネスマッチングin瀋陽  アンケート結果

8

13

6

3

0 2 4 6 8 10 12 14

企業・商品・技術のアピールが出来た

今後に繋がる商談が出来た

商談が成約した・成約見込みだ

特に成約は無かった

その他

3社, 1
4社, 1

6社, 3

7社, 3
9社, 2

10社, 2

11社, 1
12社, 1

初めて

64%

経験あり

36%
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４、【商談時間について】
（社）

長い 0
短い 2
ちょうど良い 12

平均商談時間 ～　23分
＊商談時間返答企業 ～　5社

５、【商談会場について】

（社）
良かった 10
普通 4
変更した方が良い 0
分からない 0

６、【通訳のレベルについて】
よかった 8
普通 1
悪い
わからない

未記入 5

長い

0%

短い

14%

ちょうど良い

86%

良かった

71%普通

29%

変更した方が

良い

0%
分からない

0%

よかった

57%

普通

7%

悪い

0%

わからない

0%

未記入

36%
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７、【今回の商談会に関する満足度について】
初めて 経験あり 合計

■平均点 7.9 8.0 8 点
■最低点 6 7 6 点
■最高点 10 10 10 点
（10点満点） 初めて 経験あり 合計

6点 1 0 1 7.1%
7点 2 2 4 28.6%
8点 5 0 5 35.7%
9点 1 1 2 14.3%
10点 1 1 2 14.3%
計 10 4 14

８、【次回の参加について】
初めて 経験あり （社）

参加したい 6 3 9
内容次第 3 2 5
参加しない 0 0 0

９、【今後、展示会や商談会の参加を希望する国・地域について（複数回答可）】

（社） （地域/顧客数）
中国（大連・東北） 6 42.9%
中国（北京・華北） 4 28.6%
中国（上海・華東） 3 21.4%
中国（広州・華南） 2 14.3%

0 0.0%
3 21.4%
4 28.6%
4 28.6%

シンガポール 5 35.7%
5 35.7%
6 42.9%
0 0.0%

その他の東南アジア 1 7.1%
上記以外の国 0 0.0%
（複数回答可）

＊その他の東南アジア　・・・　インドネシア

以　上

タイ
ベトナム
インド

中国（内陸）
韓国
台湾
香港

6
4

3
2

0
3

4
4

5
5

6
0

1
0

0 1 2 3 4 5 6 7

中国（大連・東北）

中国（上海・華東）

中国（内陸）

台湾

シンガポール

ベトナム

その他の東南アジア

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初めて

経験あり

（社）

6

3

9

3

2

5

0

0

0

参加したい 内容次第 参加しない

0

1

2

3

4

5

6点 7点 8点 9点 10点

初めて

経験あり
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名   岩手銀行） 

タイトル 

大学のシーズと民間企業のニーズとをマッチングさせることによる新事

業創出支援の取組 

－「いわて産学連携推進協議会（リエゾン－Ｉ）」の活動強化－ 

動機（経緯） 

（１）平成 16 年 5 月に、大学のシーズと民間企業のニーズとをマッチン

グさせることにより新事業の創出を図ることを目的として、当行・

岩手大学・日本政策投資銀行の三者で「いわて産学連携推進協議会

（リエゾン－Ｉ）」を設立した。（リエゾンとはフランス語で「つな

ぎ・橋渡し・絆」の意味で、Ｉは「ＩＷＡＴＥ」のＩ） 

（２）活動内容は、①大学との共同研究により「事業の多角化」や「新た

なビジネス創出」を目指している企業に対する「研究開発事業化育

成資金」の贈呈、②大学の研究シーズ集の作成、③マッチングフェ

アの開催、などであり、毎年継続している。 

（３）平成 18 年 7 月には一層の地域貢献に取組む観点から大幅な組織拡

大を図り、現在では 3 つの金融機関と 10 研究機関が参画する産学官

民連携組織となっている。 

（４）当組織は、連携規模が岩手県全体に波及するまでに発展したことか

ら、設立を主導した当行がリーダーシップを発揮し当組織の活動に

積極的に関与していくことが当行の使命であると認識しており、当

行における取引先企業の創業・新事業支援を図るための重要施策と

位置付け取組んでいる。 

４．取組み内容 

（１）参画金融機関による「研究事業化育成資金」の贈呈 

（２）研究機関の有するシーズをまとめた「研究シーズ集」の発行 

（３）参画研究機関による「マッチングフェア」の開催 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

「研究開発事業化育成資金」の助成を受けた中で、商品化され市場化に

成功した事例も見られ、新産業創出、研究成果のビジネス化実現に寄与し

ている。 

＜事例＞ 

  平成 21 年度に育成資金の贈呈を受けた酒造会社は「糖類無添加梅酒」

を製品化し販売開始となる。売上良好なことから工場を新設し増産体制

を整備することとなり、当行では設備資金調達支援を行った。 

【当行にとっての成果】 

（１）取組みから 8 年が経過し、当行の地域貢献の一環として産学官の連

携による地元企業育成を目指す当行の姿勢が広く県内に認知された。

（２）育成資金贈呈先の事業化進展に伴う運転資金や新規設備投資に伴う

設備資金等に対応することで、融資取引拡大につながっている。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 七十七銀行） 

タイトル ソフト開発会社への事業計画策定支援 

動機（経緯） 

・独自開発するソフトの開発資金を、ベンチャーキャピタルと交渉中の当

行取引先のＡ社に対し、当行より制度融資（経営革新計画認定による制

度融資）の活用による資金調達方法について提案。認定に向けた支援に

よりＡ社の資金調達が実現し、自社商品の開発に成功。 

取組み内容 

・取引先の資金ニーズに対し、制度融資を活用した資金調達スキームを提

案。 

・経営革新計画の認定に向け、当行とベンチャーキャピタルが連携し事業

計画策定、資金計画策定を支援。計画について県より認定を受けること

に成功し、資金調達が実現した。 

 

成果（効果） 

・同社は、経営革新計画認定による制度融資を活用することで、事業計画

および資金計画に則した安定的な資金調達が可能となった。 

・同社は当該資金調達により、独自の営業支援ソフトの開発に成功した。

・取引のないベンチャーキャピタルから投資の依頼があるなど、自社ソフ

トを開発したことで同社の知名度が向上した。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 七十七銀行） 

タイトル 塗料製造会社への開発支援および販路拡大支援 

動機（経緯） 

・当行の取引先であるＢ社を訪問した際、独自開発した船底塗料の海外特

許を取得したいという情報と塗料を攪拌させる業者紹介のニーズを取

得。大学の弁理士、攪拌させる設備を保有している食品加工会社を紹介

し、課題を解決。 

取組み内容 

・海外特許に精通した大学の知財担当者の紹介による、産学連携を活かし

た支援を行なうことで、海外特許の取得に成功。 

・宮城県の外部支援機関の情報と、当行取引先の情報を活用した支援によ

り攪拌業者とのビジネスマッチングを支援。 

成果（効果） 

・Ｂ社は、海外特許を取得できたことで海外への販路拡大が実現した。 

・塗料についても設備投資せずに安定的に調達できるようになり、自社商

品の安定供給が可能となった。 

・自社商品の海外特許取得、および販路拡大により同社の知名度が向上し

た。 

・大学の教授との連携が深まり、継続的に商品開発における技術相談を行

うことで、本件とは別の新商品開発にも成功した。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名  荘内銀行） 

タイトル 産学官金連携による農業用資材製造会社の新商品開発支援 

動機（経緯） 

Ａ社は産学金連携コーディネーター（当行行員）が継続的に訪問している

先であり、代表者はじめ多くの従業員と会話する中で、同社が抱える課題

を総合的に把握した。そこで、大学の持つ機能を活用することの有効性を

提案することで、企業にとっての新事業の展開を後押しした。 

取組み内容 

・山形大学農学部と共同研究することで新商品開発を促進し、公設試験場

（山形県農業総合研究センター）にて実用試験を実施した。 

・経営革新計画の策定支援を通じて、経営改善を同時に実施し、新商品開

発コスト増による経営リスクを軽減させた。具体的には、ボイラー燃料を

従来使用していた A 重油から廃タイヤに代替えし、製造工程を見直すこと

でコスト削減を実現した。 

成果（効果） 

・新商品開発において、大学と共同研究することで、競争優位性の科学的

根拠が明確となり、説得力ある営業に効果があった。 

・新商品開発に伴うコスト増加の中、製造工程（ボイラー燃料）を見直す

ことでコスト削減効果があった。 

・経営革新計画が認定され、公的優遇措置を受けられた。 

・当行としても与信取引の拡大並びに信頼関係の向上に効果があった。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 常陽銀行） 

タイトル 製造業からの農業参入に対する総合支援 

動機（経緯） 
・ 福島県の車載用音響機器の製造メーカーであるＡ社は、創業 40 周年を機に

社会貢献事業の一環として、地元経済（農業）への貢献施策を検討。 

取組み内容 

・ Ａ社からの相談を受けて、当行が開催するアグリセミナーや個別訪問にお

いて各種情報提供を実施。情報提供により同社内にて、製造業の生産管理

手法が活かせる点や通年栽培が可能であり雇用確保にも繋がる点、行政の

バックアップが得やすい点等を理由に、トマト水耕栽培への異業種参入を

決定。平成19年には社内ベンチャーとして農業生産法人Ｂ社を設立し、平

成22年には本格的な生産を開始した。 

・ 当行としては、Ｂ社とともに事業計画や資金計画の策定サポートも実施。

国庫補助金の申請や、残額について日本政策金融公庫の代理貸と当行によ

る協調融資での支援等ファイナンススキームを構築した。 

成果（効果） 

【Ｂ社にとっての成果】 

・ 事業計画に基づき、数多くの障壁を乗り越えて、農業への異業種参入を果

たし、地元経済への貢献を果たすことが出来た。 

・ その後も、当行主催の「食の商談会」等に参加し、販路を拡大している。

【当行にとっての成果】 

・ 与信取引の拡大、地元農業者からの信頼向上などの効果を得た。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 筑波銀行） 

タイトル 地域ベンチャー企業の育成、支援機能強化 

動機（経緯） 

地域におけるベンチャー企業の育成並びに中小企業の技術開発及び新

規事業の展開を支援するため、ベンチャー企業支援強化を図り、地域経済

の活性化に取組む。 

取組み内容 

・ 出資先の「いばらきベンチャーファンド」では、茨城県等との連携を

取り、投資先企業の発掘に取組んだ。 

・ フューチャーベンチャーキャピタルが過去に組成した「つくばベンチ

ャーファンド」の投資先企業に対して状況把握を行った。 

・ 安田企業投資(株)が組成した「安田企業投資４号」へ出資しているこ

ともあり、１０月より企業の目利き向上と投資スキームを学ぶために

１名の出向者を送り、情報交換及び県内ベンチャー企業発掘を行っ

た。 

・ 医療介護の専門ファンド「アント・ケアビジネス２号」へ平成２２年

４月と平成２３年３月に合計１億円の追加出資を行った。 

・ １１月に行われたビジネス交流会にベンチャー企業が参加し、参加企

業との交流を深めることができた。  

成果（効果） 

【相手にとっての成果】 

・各ファンドの投資実績はファンド設立から平成２３年３月期までに

「つくばベンチャーファンド」１１社、投資金額３５９百万円、「い

ばらきベンチャーファンド」１２社、投資金額６５７百万円、「安田

企業投資４号」６７社、６,１１９百万円、「アント・ケアビジネス２

号」５社、２,４２６百万円となっている。 

【当行にとっての成果】 

・ベンチャー企業に対して、当行内に資金、顧客紹介を中心とした支援

サポートする部署（ビジネスソリューション室）が６月に発足し、そ

の存在を周知する事ができた。またベンチャーキャピタルへの出向者

を通じて、企業の目利きなどに役立っている。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 千葉銀行） 

タイトル 外部支援機関を活用した中小企業支援の取組み 

動機（経緯） 

中小企業の経営者は、新商品の開発や新技術開発、人材育成など様々な経

営課題を抱えている。地域金融機関として顧客との長期的な信頼関係を構

築し、地域経済の発展に貢献するために、国、県、市、大学、研究機関な

ど外部支援機関を積極的に活用し、これらの経営課題解決支援を行ってい

る。 

取組み内容 

①独立行政法人中小企業基盤整備機構の外部専門家派遣事業の活用に加

え、公益財団法人千葉県産業振興センターや地域の商工会議所等との連

携により、顧客の経営革新計画の承認取得や農商工連携の認定取得等の

支援を実施。 

②産学連携活動においては、従来の千葉大学（国立大）に加え、千葉工業

大学（私立大）とも新たに「連携協力に関する協定書」を締結し、顧客

の技術相談や共同研究の相談に対し、連携して解決に取組んでいる。 

成果（効果） 

【相手方（顧客）にとっての成果】 

経営革新計画承認取得 6 件、農商工連携の認定取得 3 件、6 次産業化事

業認定取得 5 件の支援実績あり。一般的に公的支援制度は複雑で、興味

は持っているものの活用しきれていない企業や、情報不足のため制度の

存在そのものを知らない企業もあるなか、本件のような取組みにより経

営課題に適した支援機関の紹介を受け活用することができる。 

【当行にとっての成果】 

ノウハウ蓄積により顧客のニーズや規模などに応じた様々な支援策の

提案が可能となったほか、必要資金の提供を通じて取引関係の強化につ

ながった。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 千葉興業銀行） 

タイトル 「千葉元気印企業大賞」の共催 

動機（経緯） 

千葉県産業基盤を支える地元・地域企業の発展に役立て、一層の弾みをつ

けてもらうことを目的として、平成 7 年に日本工業新聞社と共催で、活力

あふれる経営により時代を先取りする中小企業を顕彰する表彰制度とし

て始めたもの。 

取組み内容 

平成 7 年に始まった「千葉元気印企業大賞」について、平成 22 年度（第

16 回）も共催し、募集・推薦等積極的に実施した。 

本表彰制度についてはその目的を踏まえ、毎回、優れた技術・サービスを

持ち、新技術・新事業に積極的に取組む中小企業を、銀行を挙げて募集・

推薦し、表彰を行った。 

表彰項目は、優秀製品・サービス賞のほか、優秀技術賞、優秀経営賞、ベ

ンチャー賞、地球環境貢献賞からなり、さらにその中から千葉元気印企業

大賞（千葉県知事賞）を選定・表彰している。 

平成 22 年度においては、応募 33 社のうち半数以上となる 25 社を当行が

推薦し、千葉元気印企業大賞も当行からの推薦企業が受賞している。 

成果（効果） 

独自の技術・サービス等が表彰されることにより、客観的評価を得る

とともに、極めて効果的な対外アピールが可能となった。 

優れた技術・サービスを有する企業との関係強化・拡大により、当行

取引基盤拡大に繋っている。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 東京都民銀行） 

タイトル 診療所の開業支援 

動機（経緯） 

・都内の診療所が、院長高齢・後継者不在のため閉院との情報を入手。 

・コンサルタント会社から開業を希望する勤務医師の紹介を受け、事業計

画の精査や資金調達に協力し開業に至った。 

取組み内容 

・現院長による親身の診療により、当院は地域から信頼を得ていた。 

・外来患者数が多く、地域から閉院を惜しむ声が上がっていた。 

・地域になくてはならない医療機関であり患者も多いことから、診療を継

続しても採算が取れると思料。当院を承継する医師を探すこととした。

成果（効果） 

・当行は連携するコンサルタント会社に本件を打診、近隣の大学病院に勤

務する医師とマッチングし承継に至る。 

・従来内科専門の診療所であったが、当医師の専門が消化器内科であり、

高齢化が進む当該地域の医療ニーズにさらに対応可能となった。 

・当行にとっても、与信取引先の拡大、地域医師会からの当行医療専門部

の認識と信頼の向上などの効果を得ることができた。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 東京都民銀行） 

タイトル 介護施設の開業支援 

動機（経緯） 

・都内の資産家が地域のために役立つように土地を有効活用したいとの情

報を入手。 

・東京都は介護施設の待機者が多いこと、当該地域でも高齢化が進でいる

ことなどから有料老人ホーム開設を提案し、介護施設の建設に至る。 

取組み内容 

・高齢者人口の推移や近隣の介護施設状況などのデータから市場性がある

こと、当該地域でも介護施設のニーズが高いことを説明。 

・施設の運営については、実績ある事業者を紹介。 

成果（効果） 

・介護施設は地域に対する貢献度が高く、実績ある運営会社を紹介しても

らえるなどの点から建設を決定。 

・当行にとっては、建設資金の融資や介護保険の受皿口座などの預金取引

が得られること、また運営会社との関係強化が図られ今後の案件斡旋が

期待されるなどの成果があった。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 北陸銀行） 

タイトル 大学等との連携強化 

動機（経緯） 

・大学や高専との連携を強化して、当行が仲介機能を果たすことで、大学

のシーズと企業のニーズを融合し、お取引先の創業、新事業をサポート

する 

・当行店舗網地域を担っていく若い世代に対し、金融教育により当行のノ

ウハウを教授し、長期的視点での地域発展に寄与する 

取組み内容 

・平成 22 年 4 月以降で新たに 4 大学と連携締結。総計で 8 大学、1 高専と

連携協定 

22 年 6 月金沢美術工芸大学、22 年 9 月帯広畜産大学、22 年 11 月小樽商

科大学、23 年 1 月金城学園 

（既提携大学：富山大学、富山県立大学、福井大学、金沢大学、富山高

等専門学校） 

成果（効果） 

・｢産学連携ヒアリングシート｣を活用した創業、新事業開拓のサポート 

・技術説明会への当行取引先招待による技術移転促進 

・ビジネスマッチング等を大学と共催、産学連携コーナーにて大学と企業

をマッチング（金沢大、富山大、福井大、富山県立大） 

・海外研修派遣（金沢大、富山大） 

・寄付講義、大学とのコラボ講義（金沢大、富山大、金工大） 

・若手研究者助成金（金沢大、富山大） 

・学生と企業の仲介（各大学） 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 三重銀行） 

タイトル 
三重県農林水産支援センターとの共催で｢みえの食オンライン商談会｣を

実施 

動機（経緯） 
三重県産農林水産物や加工物を取扱う事業者に対して、新たな事業展開、

販路開拓をサポートする取組を行うため。 

取組み内容 

オンラインストアを運営する大手小売業者バイヤー(４社)と当行関連会

社が運営するインターネット販売サイト担当者に対して、個別に商品提案

をできる商談会を開催し、農林水産物の生産、加工、販売を行っている事

業者に新たな販路の開拓の機会を提供する取組を行った。 

成果（効果） 
各バイヤーより参加者に対して、取扱開始の意向が伝えられており、現在

商談を開始している。 
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㈱三重銀行 総合企画部 広報室 
四日市市西新地 7-8  TEL059-354-7172 

大切なこと、 

大切に   
 
各 位                                                    2011 年 8月 26日 

                                                              株式会社 三 重 銀 行 
 
 

「平成 23 年度 『みえの食』 オンラインストア提案会」の開催について 
～三重県産食材の魅力を全国に発信するための機会をご提供します～ 

 
 

株式会社三重銀行（本店：四日市市、頭取：種橋 潤治）と、財団法人三重県農林水産支援セ

ンター(松阪市、理事長：中西 正明)は、｢平成 23 年度 『みえの食』 オンラインストア提案会」を

下記のとおり開催します。 

本イベントは三重県が共催するもので、三重県産食材及びその加工品を取り扱う事業者及び

団体のみなさまと、ネット販売を手がける大手流通業者の食品担当バイヤーとの商談の場を提供

するものです。 

当行では、このようなビジネスマッチング業務を通じて、地元企業の支援、地域経済の発展に

貢献してまいります。 
 

記 

 

１．名     称   平成 23 年度 『みえの食』 オンラインストア提案会 
 

２．日     時   2011 年 10 月 19 日(水) 10 時 00 分～16 時 30 分 
 

３．場     所   三重県総合文化センター (津市一身田上津部田 1234) 
 

４．主     催   財団法人 三重県農林水産支援センター 

             株式会社 三 重 銀 行 
 

５．共     催   三 重 県 
 

６．対  象  者   三重県産農林水産物またはその加工品を取扱う農林水産業者、食品加工事業者、 

流通販売事業者、飲食･サービス事業者等 
 

７．参加バイヤー   イトーヨーカドー、高島屋、マックスバリュ、松菱、リージョネット三重 他 
 

８．申 込 方 法   参加を希望する事業者、団体は、三重銀行のお取引部店または下記までお問い合

わせください。 
 

９．そ  の  他    参加料はいただきません。 

また、参加者に対して、9 月 22 日（木）に事前説明会を開催する予定です。 

 

以 上 
 
 

            【本件に関するお問い合わせ先】 
業務統括部 中尾  TEL (059) 354-7120 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 山口銀行） 

タイトル コンサルティング機能の発揮に向けた人材育成 

動機（経緯） 

中期経営計画に掲げる「個人ＦＰ力・法人融資力と経営コンサルティング

力の強化」により多様化するお客様ニーズに対応し、収益力強化を目指す。

取組み内容 

（１）研修・トレーニーの実施、他業種・専門機関等への研修派遣の実施

① 融資渉外強化研修Ⅰ～Ⅳ（全 4 回インターバル研修、行内）の実

施 

② 審査トレーニー・法人営業トレーニー（行内）の実施 

③ 経営コンサルタント養成講座・中小企業診断士養成課程（日本生

産性本部）への継続派遣 

          

（２）相談能力向上を目的とした公的資格取得の推進 

    行員の上位職位への昇格条件にＦＰ資格取得を追加 

    

（３）自己啓発の推進 

   ① 通信講座（金融円滑化、アグリビジネス、医療・介護関連他）の

採用 

   ② 休日セミナーの拡充 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

 顧客は、研修・トレーニーで専門的な知識を身につけた行員による質の

高いコンサルティングを受けることができる。 

【当行にとっての成果】 

（１）平成２２年度実施の「融資渉外強化研修Ⅰ～Ⅳ」受講者（３４名）

について、必須課題の通信講座「法人融資渉外基礎コース」は全員修

了認定となり、一定の知識習得が認められる。 

（２）平成２３年３月現在のＦＰ資格取得者数は１，１４６名であり、平

成２１年度の９７３名から１７３名増加しており、堅調な推移が認め

られる。 
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平成 22年 3月 31日
各  位

株式会社 宮崎銀行
みみやぎん介護事業支援ファンドの創設について

 株式会社宮崎銀行（頭取 小池光一）は、宮崎県および鹿児島県の介護事業を育成するために、
総額１００億円の「「みやぎん介護事業支援ファンド」を創設いたしますのでお知らせします。
 全国的に少子・高齢化が進む中で、特に宮崎県は全国平均よりも 5年程度早いペースで高齢化が進
んでいます。本ファンドにより介護事業へ積極的に資金供給することで、介護事業参入を促進し、高
齢者の暮しを支える介護サービス基盤の整備を支援してまいります。
また産業構造の変化に伴い、これまでの業態を見直して介護事業へ進出したり、独立して新たに介

護事業を始めるなど、介護分野へ進出する動きが活発化しています。こうした介護事業への参入を支
援することで新たな雇用創出にも貢献したいと考えております。

記
１. ファンド概要

※ 貸付に際しましては、当行所定の審査を実施させていただきます。

（１）ファンド名 みやぎん介護事業支援ファンド 
（２）形 態 貸付 
（３）対象者 宮崎県または鹿児島県に本社もしくは事業所を有する法人および個人の方 
（４）資金使途 以下の取り組みに必要な設備資金・運転資金および同一使途での借換資金 

① 介護保険サービスを提供するのに必要な施設の建設・改修および 
 業務の運営に係る費用 
② 高齢者向け住宅施設（有料老人ホーム・高齢者専用賃貸住宅・ 
  高齢者優良賃貸住宅など）の建設・改修費用 
③ 上記①・②の介護事業者への賃貸を目的とした施設の建設・改修費用 

（５）ファンド枠 総額１００億円 

（６）利 率 当行基準金利から 0.5%以上の割り引き 

（７）返済方法 

（８）期 間 

（９）担保/保証人 
資金使途、事業計画などを踏まえ決定 

（１０）サポート
体制 介護事業サポートデスクの設置 
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２２. ファンドの特徴
  当行営業支援部内に介護事業サポートデスクを設置し、質の高い介護サービスが提供できるよう、

事業運営をサポートいたします。

３. 介護事業サポートデスクについて
 （１）設置の目的
    質の高い介護サービスの提供を継続するには、経営の安定が欠かせません。当デスクでは「み

やぎん介護事業支援ファンド」のご利用者（ご利用予定者も含む）を対象に事業運営上、必要
となる各種サポートを行ないます。

 （２）サポート内容

以上

事業運営サポート 

① 財務面 
  新事業開始 6ヵ月後、12ヵ月後に事業計画書へのモニタリングを 
  行い、問題点や課題解決へのアドバイスをいたします。 
② 運営面 
  各種セミナー、勉強会の開催 

新規開業・ 
事業拡大サポート 

① 市場調査 
② 収支シミュレーション作成 
③ 介護保険制度や政策動向の調査 など 

資金調達 ① 新規開業、増改築資金 など 

その他 ① 事業承継、Ｍ＆Ａ、退職金制度  
② 介護保険制度等の関連情報調査 など 
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平成 21年7月 1日 
各 位 

株式会社 宮崎銀行

宮崎ネオアグリ投資事業有限責任組合の設立について

宮崎銀行(頭取 小池 光一)は、宮崎県の基幹産業である農業・農業関連業種の発展に
寄与するため、『宮崎ネオアグリファンド』を設立致しましたのでお知らせします。
本ファンドにより、長期安定的な資金を供給することで、宮崎県の農畜産業者の方々

が安全な農産物生産に専念できる環境を醸成し、また、規模の拡大により産地間競争力
の強化を図ることで、消費者に安心・安全な食品を提供していくことに加え、農業を核
とした産業を活性化させることによる雇用創出を目的として設立したものです。
本ファンドの特徴は、「地域金融機関が一体」となって地域農業支援に取組む点であ

り、農業関連ファンドとしては全全国初の取組になります。
今後も、当行では地域金融機関および農業関連業種との連携を密にしながら、地域農

業発展に貢献していきます。

【ファンド概要】
1. ファンド名
宮崎ネオアグリ投資事業有限責任組合

2. ファンドコンセプト
地域金融機関および農業関連事業法人が一体となり、宮崎の農業の発展に貢献する
※農業の範囲：農畜産物生産者・食品加工(製造)業・食品流通(販売)業

3. 投資対象先
宮崎県内に本社もしくは事業拠点を有する農業法人、食品加工(製造)業および食品
流通(販売)業

4. 投資形態
社債・株式・新株予約権・新株予約権付社債
※1社あたりの投資上限額は 200百万円

5. 期間
平成 21年 7月 1日～平成 29年 6月 30日(8年間)

The Miyazaki Bank, Ltd.

  Ｍ

67/68



6. ファンド規模および組合員
ファンド総額：5億 5,000万円

( )
1

269
50
50
30
30
50
50
20

550

 

7. ファンドスキーム

     

5 5,000 ( )
( )

【本件に対するお問い合わせ】
宮崎銀行 営業支援部 有山(0985-32-8329)
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